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(57)【要約】
【課題】撮像素子の撮像面に焦点検出用画素を設けて位
相差方式の焦点検出を行う場合に比較的簡単に高い合焦
精度を得ること
【解決手段】位相差方式の焦点検出を行うための焦点検
出用画素を有し、撮影光学系が形成する光学像を光電変
換する撮像素子１３２と、前記撮像素子の前記焦点検出
用画素による検出結果に基づいて前記撮影光学系をその
光軸方向に移動させて焦点調節を行わせるカメラＣＰＵ
１５１と、を有し、カメラＣＰＵ１５１は、受光強度分
布特性の情報とデフォーカス補正分布の情報を利用して
補正量ΔＺを演算し、その補正量に基づいて前記撮影光
学系を前記光軸方向に移動して最良合焦位置を補正する
。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　位相差方式の焦点検出を行うための焦点検出用画素を有し、撮影光学系が形成する光学
像を光電変換する撮像素子と、
　前記撮像素子の前記焦点検出用画素による検出結果に基づいて前記撮影光学系をその光
軸方向に移動させて焦点調節を行わせる制御手段と、
を有し、
　前記制御手段は、前記焦点検出用画素の光線入射角度に対する前記焦点検出用画素から
の出力信号強度を表す受光強度分布特性の情報と、前記撮影光学系の収差特性に起因する
デフォーカス補正量の分布を表すデフォーカス補正分布の情報と、を利用して補正量を演
算し、演算された前記補正量に基づいて前記撮影光学系を前記光軸方向に移動して最良合
焦位置を補正することを特徴とする撮像装置。
【請求項２】
　前記受光強度分布特性は、前記撮像素子の撮像面と前記撮影光学系の絞りとの間に配置
され、前記撮影光学系の光軸に垂直な平面としての仮想面を考え、前記仮想面の光線通過
範囲を複数の領域に分割した場合、各領域を通過して前記焦点検出用画素に入射する光線
の入射角度に対する前記焦点検出用画素からの出力信号強度であり、
　前記デフォーカス補正分布は、前記仮想面の各領域における前記デフォーカス補正量の
分布を表し、
　前記制御手段は、
　前記仮想面の各領域について前記受光強度分布特性の値と前記デフォーカス補正分布の
値の積を演算し、各領域の演算結果を積分して領域総数で割ることによって前記補正量を
算出することを特徴とする請求項１に記載の撮像装置。
【請求項３】
　前記仮想面は前記撮影光学系の入射瞳面であることを特徴とする請求項２に記載の撮像
装置。
【請求項４】
　前記制御手段は、前記撮影光学系のＦ値を取得し、前記Ｆ値に基づいて前記光線が入射
する前記デフォーカス補正分布を選択し、選択された前記デフォーカス補正分布に基づい
て前記補正量を演算することを特徴とする請求項１乃至３のうちいずれか１項に記載の撮
像装置。
【請求項５】
　前記受光強度分布特性の情報を保存した第１のメモリを更に有し、
　前記制御手段は前記第１のメモリから前記受光強度分布特性の情報を取得することを特
徴とする請求項１乃至４のうちいずれか１項に記載の撮像装置。
【請求項６】
　請求項１乃至５のうちいずれか１項に記載の撮像装置と、当該撮像装置に着脱可能に装
着されるレンズユニットからなる撮像システムであって、
　前記レンズユニットは前記デフォーカス補正分布の情報を保存する第２のメモリを有し
、前記制御手段は前記レンズユニットの前記第２のメモリから前記デフォーカス補正分布
の情報を取得することを特徴とする撮像システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、撮像装置および撮像システムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　一眼レフカメラシステムにおいて、撮影光学系を通過した光束をサブミラーで反射して
焦点検出ユニットに導き、これを利用して焦点検出ユニットにおいて位相差方式の焦点検
出を行うことは知られている。また、撮影光学系による撮像素子の撮像面における合焦位
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置と、焦点検出ユニットの光学系による受光センサの受光面における合焦位置とのズレを
補正するベストピント（最良合焦：ＢＰ）補正も知られている。この場合の自動焦点調節
（ＡＦ）では、例えば、焦点検出ユニットの検出結果によってフォーカスレンズを合焦範
囲に駆動した後でＢＰ補正量分だけフォーカスレンズを更に駆動する。
【０００３】
　一方、撮像素子に結像した被写体像をリアルタイムに観察しながら撮影を行なうライブ
ビュー撮影において、特許文献１は、撮像素子の撮像面に焦点検出用画素を設けて位相差
方式の焦点検出を行う方法を提案している。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００４－１９１６２９公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　撮像素子の撮像面に焦点検出用画素を設けて位相差方式の焦点検出を行う場合、焦点検
出用画素と撮像用画素は結像特性が異なるためにＢＰ補正が必要である。この場合、ＢＰ
補正値は、撮像素子の仕様や位置による焦点検出画素の受光感度分布特性、撮影光学系に
固有な瞳面の収差情報、Ｆ値、撮影光学系の製造誤差が起因する瞳面の収差情報など多く
のパラメータに依存して変動する。なお、撮像素子の仕様は、焦点検出用画素の構造や配
置を含み、撮像素子の位置はカメラ本体の交換レンズ取付位置から撮像素子までの光軸方
向の距離を含む。全てのパラメータを考慮したＢＰ補正値を用意して予めレンズユニット
に保存するとデータ量が膨大になるため現実的ではない。この一方、適当なＢＰ補正値を
使用しないと合焦精度が低下する。
【０００６】
　本発明は、撮像素子の撮像面に焦点検出用画素を設けて位相差方式の焦点検出を行う場
合に比較的簡単に高い合焦精度を得ることが可能な撮像装置および撮像システムを提供す
ることを例示的な目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明の撮像装置は、位相差方式の焦点検出を行うための焦点検出用画素を有し、撮影
光学系が形成する光学像を光電変換する撮像素子と、前記撮像素子の前記焦点検出用画素
による検出結果に基づいて前記撮影光学系をその光軸方向に移動させて焦点調節を行わせ
る制御手段と、を有し、前記制御手段は、前記焦点検出用画素の光線入射角度に対する前
記焦点検出用画素からの出力信号強度を表す受光強度分布特性の情報と、前記撮影光学系
の収差特性に起因するデフォーカス補正量の分布を表すデフォーカス補正分布の情報と、
を利用して補正量を演算し、演算された前記補正量に基づいて前記撮影光学系を前記光軸
方向に移動して最良合焦位置を補正することを特徴とする。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明によれば、撮像素子の撮像面に焦点検出用画素を設けて位相差方式の焦点検出を
行う場合に比較的簡単に高い合焦精度を得ることが可能な撮像装置および撮像システムを
提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】本実施形態のカメラシステムのブロック図である。
【図２】図１に示す撮像素子に適用可能な画素配列を示す概略拡大平面図である。
【図３】図２に示す撮像素子に結像される光を示す図である。
【図４】位相差方式の焦点検出の原理を説明するためのグラフである。
【図５】図２（ａ）に示す焦点検出用画素と撮像用画素の受光強度分布特性情報を示す図



(4) JP 2014-194502 A 2014.10.9

10

20

30

40

50

である。
【図６】図２（ｂ）に示す焦点検出用画素と撮像用画素の受光強度分布特性情報を示す図
である。
【図７】図２（ｃ）に示す焦点検出用画素と撮像用画素の受光強度分布特性情報を示す図
である。
【図８】ＢＰ補正値を算出する方法を説明するためのグラフである。
【図９】ＢＰ補正値を算出する方法を説明するためのグラフである。
【図１０】図１に示すカメラＣＰＵによる自動焦点調節動作を説明するためのフローチャ
ートである。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　図１は、本実施形態のカメラシステム（撮像システム）のブロック図である。カメラシ
ステムは、レンズユニット（交換レンズ）１０１と、レンズユニット１０１が着脱可能に
装着されるカメラユニット（カメラ本体）１２１から構成される。本実施形態のカメラユ
ニット１２１は一眼レフカメラであるが、ミラーレスカメラとして構成されてもよい。ま
た、カメラシステムはレンズ一体型のカメラであってもよい。カメラユニット１２１はデ
ジタルスチルカメラやデジタルビデオカメラなどを含み、動画や静止画を撮影することが
可能である。
【００１１】
　レンズユニット１０１は、任意の撮像装置に対して着脱可能に装着され、被写体（物体
）の光学像を形成する撮影光学系を収納している。撮影光学系は、一例として、第１レン
ズ群１０２、絞り１０３、第２レンズ群１０４、第３レンズ群１０５を有する。
【００１２】
　第１レンズ群１０２は、撮影光学系の最も被写体側に配置される。絞り１０３は、その
開口径を調節することで撮影時の光量調節を行なうほか、静止画撮影時には露光秒時調節
用シャッタとしても機能する。第３レンズ群１０５は、光軸方向の移動により、焦点調節
を行なうためのフォーカスレンズ群である。第１レンズ群１０２から第３レンズ群１０５
までの空気間隔を変化させることにより焦点距離を変化させるようなズーム機能を実現す
る。なお、撮影光学系の構成は例示的であり、防振レンズなど他のレンズを含んでもよい
。また、図１では、各レンズ群は単レンズとして示されているが、実際には一または複数
のレンズから構成される。
【００１３】
　１０６は、ズームアクチュエータであり、第１レンズ群１０２から第３レンズ群１０５
までを光軸方向に駆動し、ズーム操作を行なう。１０７は、絞りアクチュエータであり、
絞り１０３の開口径を変化させて光量を調節すると共に、カメラシステムの種類によって
はシャッタの役目も有して静止画撮影時の露光時間制御を行なう。１０８は、フォーカス
アクチュエータであり、第３レンズ群１０５を光軸方向に駆動して焦点調節を行なう。１
０９は、撮影光学系の光学特性に固有となるデフォーカス補正分布情報を格納したメモリ
（第２のメモリ）である。デフォーカス補正分布情報は、ベストピント（最良合焦：ＢＰ
）補正を行うための数値情報であり、撮影光学系の収差特性に起因するデフォーカス補正
量の分布を表している。
【００１４】
　なお、撮影光学系の収差としては固有の収差値に加えて製造誤差による収差値も加えて
よい。そして固有の収差値によるデフォーカス補正量分布情報と製造誤差によるデフォー
カス補正分布情報を別々に持たせて、互いの情報と個別の情報で必要に応じて選択や加算
などの加工を行ってもよい。
【００１５】
　１１０は、レンズＣＰＵ（レンズ制御手段）であり、レンズユニット１０１の各部の動
作を制御すると共にカメラユニット１２１のカメラＣＰＵ１５１と通信する。レンズＣＰ
Ｕ１１０は、カメラユニット１２１からの要求に応じた情報（例えば、デフォーカス補正
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分布情報）を送信したり、補助的演算を行って演算結果を送信したりする。
【００１６】
　カメラユニット１２１は、撮像装置として機能する。１２２は反射部材（メインミラー
）であり、反射部材１２２の上部に配置されるファインダーユニット１２３に撮影光学系
を経た光束の一部を反射する。反射部材１２２は、一般的な一眼レフカメラのようにクイ
ックリターン式の反射部材としてもよく半透過型として固定式としてもよい。反射部材１
２２には、一部半透過領域が形成されている。１２４は反射部材１２２を透過した光束を
偏向させるための副反射部材（サブミラー）である。
【００１７】
　１２５は副反射部材１２４によって反射された光線から位相差方式で焦点検出を行う焦
点検出ユニットである。位相差方式の焦点検出とは、一対の被写体像の像信号の位相差を
検出することによって焦点検出をすることをいう。光学素子１２２～１２５は被写体像確
認をライブビューや外部のファインダーにて行う場合には省略されてもよい。
【００１８】
　１３１は、光学ローパスフィルタであり、撮影画像の偽色やモアレを軽減する。
【００１９】
　１３２は、Ｃ－ＭＯＳセンサとその周辺回路で構成された撮像素子である。撮像素子１
３２は、撮像用画素と焦点検出用画素を有する。撮像用画素は撮影光学系が形成した被写
体の光学像を光電変換する。焦点検出用画素は位相差方式によって焦点検出を行う。これ
により、ライブビュー撮影において短時間で焦点検出を行うことができる。なお、焦点検
出用画素は、撮像用画素として機能してもよい。
【００２０】
　撮像素子１３２は、横方向にＭ画素、縦方向にＮ画素の受光ピクセルが正方配置され、
例えば、ベイヤー配列の原色カラーモザイクフィルタがオンチップで形成された、２次元
単板カラーセンサが用いられる。画素列内に一対の焦点検出用画素列を配置して互いの画
素列の光電変換信号の相関をとることで位相差を得る。
【００２１】
　１４１は無線式通信手段であり、インターネット等のネットワークを通じてサーバーと
通信するためのアンテナや信号処理回路で構成される。カメラユニット１２１は、パーソ
ナルコンピュータ（ＰＣ）などに接続されるＵＳＢポートなどを有し、ＰＣなどを介して
ネットワークに接続されてもよい。
【００２２】
　カメラＣＰＵ（カメラ制御手段）１５１は、カメラ本体の種々の制御を司るために、演
算部、ＲＯＭ、ＲＡＭ、Ａ／Ｄコンバータ、Ｄ／Ａコンバータ、通信インターフェイス回
路等を有する。カメラＣＰＵ１５１は、ＲＯＭに記憶されたプログラムに基づいて、カメ
ラが有する各種回路を駆動し、後述する焦点検出、撮影、画像処理と記録等の一連の動作
を実行する。例えば、後述する図１０に示す自動焦点調節（ＡＦ）方法の少なくとも一部
はプログラムとしてＲＯＭに記憶されてもよい。
【００２３】
　１５２は通信制御回路であり、通信手段１４１を介して、カメラより撮影画像をサーバ
ーへ送信したり、サーバーから画像や各種情報の受信を行なったりする。カメラＣＰＵ１
５１は、後述する受光強度分布特性情報やデフォーカス補正分布情報を通信制御回路１５
２と無線式通信手段１４１（あるいはＵＳＢポートとＵＳＢケーブルなどの他の手段）を
介して、ネットワーク上のサーバーから得てもよい。
【００２４】
　１５４は、焦点検出回路であり、焦点検出ユニット１２５による焦点検出情報をカメラ
ＣＰＵ１５１に送信する。
【００２５】
　１５５は、デフォーカス補正分布情報入力回路であり、レンズユニット１０１のメモリ
１０９に保存されているデフォーカス補正分布情報を取得してこれをカメラＣＰＵ１５１
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に送信する。これにより、カメラＣＰＵ１５１は、撮影光学系の光学収差の影響で変化す
る最良合焦位置を補正するための合焦位置補正情報を算出する。
【００２６】
　１５６は受光強度分布特性情報を保存するメモリ（第１のメモリ）であり、メモリ１５
６は受光強度分布特性情報を出荷時に保存しているが、上述したように、ネットワークな
どからダウンロードされて保存してもよい。
【００２７】
　受光強度分布特性情報は、撮像素子１３２の焦点検出用画素及び撮像用画素への光線入
射角度に対する出力信号強度情報である。例えば、光束が焦点検出用画素に垂直入射した
場合に焦点検出用画素から出力される信号の強度と、光束が焦点検出用画素に４５°の入
射角度で入射した場合に焦点検出用画素から出力される信号の強度は異なる。受光強度分
布特性は、特定の入射角度または瞳面上の特定の座標からの光束が画素に入射した場合の
画素からの出力信号の強度で正規化されてもよい。また、後述するが、メモリ１５６には
撮影光学系のＦ値変換と前記受光強度分布特性に応じた基線長情報も一緒に格納されてい
るものとする。
【００２８】
　本実施形態では、焦点検出ユニット１２５と焦点検出回路１５４を介して得た焦点検出
結果から自動焦点調節（ＡＦ）を行う場合と、撮像素子１３２の焦点検出用画素による焦
点検出結果からＡＦを行うことができるが、前者のＡＦは必須ではない。
【００２９】
　１６１はフォーカスレンズ駆動回路であり、焦点検出結果に基づいてフォーカスアクチ
ュエータ１６２を駆動制御する。１６２は絞り駆動回路であり、絞りアクチュエータ１１
２を駆動制御して絞り１０３の開口径を調節する。１６４はズーム駆動回路であり、撮影
者のズーム操作に応じてズームアクチュエータ１０６を駆動する。なお、ズームアクチュ
エータ１０６とズーム駆動回路１６４は、ズーム駆動が手動である場合は省いてもよい。
【００３０】
　１７１は画像処理回路であり、撮像素子１３２が取得した画像のγ変換、カラー補間、
画像圧縮等の処理を行なう。１７２はＬＣＤ等の表示器であり、カメラの撮影モードに関
する情報、撮影時のプレビュー画像と撮影後の確認用画像、焦点検出時の合焦状態表示画
像、カメラの姿勢情報等を表示する。１７３は操作スイッチ群であり、電源スイッチ、撮
影開始スイッチ、ズーム操作スイッチ、撮影モード選択スイッチ等で構成される。１７４
は着脱可能なフラッシュメモリであり、撮影済み画像を記録する。
【００３１】
　焦点検出ユニット１２５には、一対の焦点検出用の光学系が設けられている。各光学系
は、撮影光学系の射出瞳範囲の一部の光を取り込んで一対の受光センサに像を形成し、受
光センサによって光電変換された信号の相関をとることにより、２つの被写体像の位相差
を検出する。デフォーカス補正量（結像位置のズレ量）ＤＥＦ、位相差（像ズレ量）Ｌ、
基線長Ｋの間には次式の関係が成立する。
【００３２】
　Ｋ＝Ｌ／ＤＥＦ　　　　　　（１）
　基線長の算出には、撮影光学系及び焦点検出用画素の光学特性と電気特性が必要である
。具体的には、撮影光学系の射出瞳形状を導きだすための光線ケラレ情報とその位置に投
影される焦点検出用画素の瞳像の関係と焦点検出用画素が射出瞳から受光する際の受光強
度分布情報が必要となる。
【００３３】
　焦点検出ユニット１２５の光学系は遮光マスクを配置して撮影光学系の光線通過範囲の
分離（瞳分離）を行い、焦点検出時にはその遮光範囲内の光線はケラレを生じないように
撮影光学系を開放状態として一定以上の明るさ（有効Ｆ値）を維持している。基線長情報
は変動しないため、撮像装置は、焦点検出用の光学系に固有な基線長情報を記憶すれば足
りる。
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【００３４】
　しかしながら、撮像素子１３２の撮像素子で位相差方式の焦点検出を行う場合、Ｆ値は
変動する。そのため基線長情報や撮影光学系固有の収差や製造誤差によるデフォーカス補
正量はＦ値と受光強度分布特性に応じて変化する問題が生じる。
【００３５】
　以下、図２を参照して、撮像素子１３２に適用可能な画素配列について説明する。
【００３６】
　図２（ａ）は、１つのマイクロレンズに１つの光電変換部を配置する撮像素子の撮像面
の画素配列の例を示している。上下方向をＹ方向、左右方向をＸ方向とし、これは図２（
ｂ）、図２（ｃ）でも同様である。ＸＹ方向に行列状に画素が配列されている。２００は
撮像用画素を表し、２０１～２０４は焦点検出用画素を表している。各画素の円の輪郭は
マイクロレンズを表し、内部の四角は光電変換部を表している。撮像用画素２００が白色
であるのは遮光されていないこと示し、焦点検出用画素が一部黒色なのはその部分が遮光
されていることを示している。
【００３７】
　Ｙ方向に一列に配置された左側開口部を有する画素群２０１と右側開口部を有する画素
群２０２はＹ方向への被写体像を生成する。これらの画素群を一対の焦点検出用画素列と
してそこから出力される一対の信号を相関演算して横縞パターン形状の被写体の焦点検出
を行う。同様に、Ｘ方向に一列に配置された上側開口部を有する画素群２０３と下側開口
部を有する画素群２０４はＸ方向への被写体像を生成する。これらの画素群を一対の焦点
検出用画素列としてそこから出力される一対の信号を相関演算して縦縞パターン形状の被
写体の焦点検出を行う。
【００３８】
　図２（ｂ）は、１つのマイクロレンズに２つの光電変換部を配置する撮像素子の撮像面
の画素配列例を示している。ＸＹ方向に行列状に画素が配列され、各画素の外側の円はマ
イクロレンズを表し、その内部の２つの略半円は光電変換素子を表している。
【００３９】
　Ｘ方向に並んだ画素群３０１の光電変換部３０２及び３０３を一対の焦点検出用画素と
してそこから出力される一対の信号を相関演算することによってＹ方向の縞パターンの被
写体の焦点検出を行う。また、Ｙ方向に並んだ画素群３００の光電変換部３０４及び３０
５を一対の焦点検出用画素としてそこから出力される一対の信号を相関演算することによ
ってＸ方向の縞パターンの被写体の焦点検出を行う。撮像用の信号は、光電変換部３０２
と３０３の電気信号及び光電変換部３０４と３０５の電気信号をそれぞれ加算することに
よって取得する。
【００４０】
　図２（ｃ）は、１つのマイクロレンズに４つの光電変換部を配置する撮像素子の撮像面
の画素配列例を示している。４つの光電変換部の電気信号加算方式を変えることにより図
２（ｂ）と同様の結果を得る。ＸＹ方向に行列状に画素が配列され、各画素の外側の円は
マイクロレンズを表し、その内部の４つの正方形は光電変換素子を表している。
【００４１】
　Ｘ方向に並んだ画素群４００の光電変換部４０１と４０２及び光電変換部４０３と４０
４の出力信号を加算して、得られた２つの電気信号波形を一対の相関演算することによっ
てＹ方向の縞パターンの被写体の焦点検出を行う。また、Ｙ方向に並んだ画素群４００の
光電変換部４０１と４０３及び光電変換部４０２と４０４の出力信号を加算して、得られ
た２つの電気信号波形を一対の相関演算することによってＸ方向の縞パターンの被写体の
焦点検出を行う。
【００４２】
　なお、撮像素子をブロックに分けて加算方法を変えてもよく、千鳥配列的に互い違いに
加算を変えることで、図２（ｂ）と等価な画素配列を達成することもできる。縦縞パター
ンと横縞パターンを同時に評価できるので被写体パターンの方向依存をなくすことができ
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る。また、加算方法は撮影状態に応じて、または、時系列的に全画素において切り替えを
行ってもよい。この際、同パターン方向の被写体を焦点検出する焦点検出用画素が密な状
態になるため、焦点検出用画素が疎な場合に生ずる細い線分を有する被写体が合焦近傍に
おいて被写体検知が行えなくなる問題を回避することができる。撮影用信号は、光電変換
部４０２～４０５の電気信号を加算すればよい。
【００４３】
　図３（ａ）は、撮影光学系ＢＬと撮像素子ＩＰの焦点検出用画素の関係を説明する断面
図であり、光軸は一点鎖線で示されている。図３（ａ）は、一例であり、絞りの位置やレ
ンズの形状など図１とは一致していないが、一致していてもよい。
【００４４】
　ＡＳは焦点検出用画素である。ＥＰＯは撮像素子ＩＰの撮像面と撮影光学系ＢＬの絞り
との間に配置され、撮影光学系ＢＬの光軸に垂直な（撮像面に平行な）平面としての仮想
面である。仮想面ＥＰＯは撮影光学系ＢＬの入射瞳面であってもよい。図３（ａ）は、光
束Ｄが撮影光学系ＢＬを介して仮想面ＥＰＯの光線通過範囲ＰＤを通過した後に焦点検出
用画素ＡＳへ入射する状態を示している。なお、図３（ａ）には示されていないが、図２
で述べた一対の焦点検出用画素群が存在している。
【００４５】
　図３（ｂ）と図３（ｃ）は、撮影光学系ＢＬの射出瞳に対する焦点検出用画素の瞳投影
像を示しており、仮想面ＥＰ０から撮像素子の焦点検出用画素に入射する光束範囲を示し
ている。図３（ｂ）は、図２（ａ）に示す焦点検出用画素を使用した場合に対応し、図３
（ｃ）は、図２（ｂ）や図２（ｃ）に示す焦点検出用画素を使用した場合に対応する。
【００４６】
　図３（ｂ）の６００、６０４は一対の焦点検出用画素、６０１はマイクロレンズ、６０
２は遮光部材、６０３は光電変換部を示している。ＥＰａ０は仮想面ＥＰ０上で焦点検出
用画素６００に入射する光線範囲を示し、ＥＰｂ０は仮想面ＥＰ０上で焦点検出用画素６
０４に入射する光線範囲を示している。
【００４７】
　図３（ｃ）の画素７００は一つのマイクロレンズ７０１を介して受光する複数の光電変
換部７０２及び７０３を有する。光電変換部７０２及び７０３は、マイクロレンズ７０１
の光軸外の有効範囲を通過した光束を受光し、それぞれが撮影光学系ＢＬの射出瞳の異な
る領域の光束を受光する。ＥＰａ０は仮想面ＥＰ０上で光電変換部７０２に入射する光線
範囲を示し、ＥＰｂ０は仮想面ＥＰ０上で光電変換部７０３に入射する光線範囲を示して
いる。
【００４８】
　なお、図２（ｃ）が適用される場合には、光電変換部７０２、７０３が光電変換部４０
３、４０４に対応し、光電変換部４０１と４０２は光電変換部７０２と７０３の紙面に垂
直な奥行き方向に配置される。
【００４９】
　図４は、位相差方式の焦点検出において焦点検出用画素から得られる、一対の被写体像
（Ａ像とＢ像）の信号波形ＡＩＯ、ＢＩＯを示している。横軸Ｘは画素配置座標を表し、
縦軸は光電変換信号強度を表している。信号波形は補間処理されている。位相差Ｌが相関
距離（像ズレ量）であり、数式１からデフォーカス補正量を算出する。
【００５０】
　図５は、図２（ａ）に示す焦点検出用画素の受光強度分布特性情報を示し、図６は、図
２（ｂ）に示す焦点検出用画素の受光強度分布特性情報を示し、図７は、図２（ｃ）に示
す焦点検出用画素の受光強度分布特性情報を示している。
【００５１】
　この場合の「受光強度分布特性」は、仮想面ＥＰＯの光線通過範囲ＰＤを、光軸を原点
とした複数の領域に分割した場合に、各領域を通過して焦点検出用画素に入射する光線の
焦点検出用画素への入射角度に対する画素の受光感度比（光電変換信号強度比）である。
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図５～図７において、ＸＹ座標は仮想面ＥＰＯに設定され、各軸とも光軸に直交する。Ｌ
ＡとＬＢはＡ像用及びＢ像用焦点検出用画素の受光強度分布特性を示している。（ａ）と
（ｂ）は３次元の強度グラフを示し、ＸＹ座標の位置に対する正規化された出力信号強度
が示されている。（ｃ）は奥行き方向（Ｙ座標）の中央断面のグラフを示し、Ｌ０は撮像
用画素の受光強度分布特性を示しており、横軸はＸ座標（Ｙ座標は０）で縦軸は正規化さ
れた出力信号強度である。
【００５２】
　図５は、図３（ｂ）に示すスリット形状の遮光部材６０２によって、撮像用画素の受光
強度分布特性の一部分を切り出したような特性を有する。図６は、図３（ｃ）に示すよう
に、一つの撮像画素中に複数の光電変換部を有し、ＬＡ及びＬＢは一部または複数を合成
した光電変換強度と等価である。このため、ＬＡとＬＢを加算した受光強度分布特性は撮
像画素の受光強度分布特性Ｌ０と同等となる。図７は、図６においてマイクロレンズが製
造工程においてＸ方向に偏心を生じたためにＬＡとＬＢの受光強度分布特性に非対称な性
質が生じている場合を示している。また、前記瞳分割された受光強度分布特性ＬＡとＬＢ
から撮影光学系のＦ値に応じた基線長情報を予めメモリ１５６に記憶しておく。
【００５３】
　表１は、仮想面ＥＰＯの光線通過範囲ＰＤを複数の領域に分割した場合、各領域を通過
して焦点検出用画素に入射する光線の入射角度に対する焦点検出用画素からの出力信号強
度である受光強度分布特性の情報を表し、図８（ａ）に対応する。図８（ａ）の左側は表
１のＹ＝０におけるＸ断面のグラフであり、図８（ａ）の右側は表１のグラフである。
【００５４】
　表２は、仮想面ＥＰＯの各領域における撮影光学系ＢＬの収差に起因する最良合焦位置
のズレ（デフォーカス補正量）の正規化された分布であるデフォーカス補正分布情報を表
し、図８（ｂ）に対応する。図８（ｂ）の左側は表２のＹ＝０におけるＸ断面のグラフで
あり、図８（ｂ）の右側は表２のグラフである。
【００５５】
　表３は、表１と表２の同一座標にある数値の積によって得られる情報である。表３では
、光線有効範囲外の領域は判り易くするため、空欄としているが、空欄に０を入れてもよ
い。表３は、図８（ｃ）に対応する。図８（ｃ）の左側は表３のＹ＝０におけるＸ断面の
グラフであり、図８（ｃ）の右側は表３のグラフである。
【００５６】
【表１】

【００５７】
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【表２】

【００５８】
【表３】

【００５９】
　表３を用いて最良な合焦補正位置を算出する。仮にＸ、Ｙがｎ×ｎ分割の平方配列であ
る表３のＸ、Ｙ方向の各ｉ、ｊ番目の領域座標における数値をＣ（Ｘｉ、Ｙｊ）として、
光線通過範囲ＰＤの各領域の数値を積分し、光線通過範囲ＰＤの領域総数をＮとしたとき
に合焦位置補正量は次式のようになる。
【００６０】

【数１】

【００６１】
　つまり、仮想面ＥＰＯの各領域について受光強度分布特性の値とデフォーカス補正分布
の値の積を演算し、各領域の演算結果を積分して領域総数Ｎで割ることによって合焦位置
補正量を算出する。
【００６２】
　レンズユニット１０１とカメラユニット１２１の組み合わせが変化しても受光強度分布
特性情報と合焦位置補正情報を各ユニットに有するようにすれば、ＢＰ補正を簡単に行う
ことができる。具体的には、撮像素子の画素の受光強度分布特性の情報をカメラユニット
１２１のメモリ１５６に記憶し、デフォーカス補正分布の情報をレンズユニット１０１の
メモリ１０９に記憶する。本実施形態では、カメラＣＰＵ１５１は、メモリ１５６から受
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正分布の情報を取得して表３と数式２の演算を行う。レンズＣＰＵ１１０に受光強度分布
特性の情報を送信してレンズＣＰＵ１１０に表３と数式２の演算を行わせ、カメラＣＰＵ
１５１は、レンズＣＰＵ１１０から演算結果を取得してもよい。
【００６３】
　本実施形態では表３を表１と表２の数値の積によって取得しているが、どちらかの数値
に重み付けしてもよいし、表３を表１と表２の数値の重み付け平均によって取得してもよ
い。また、数式２の積分にも重み付けしてもよい。
【００６４】
　上述したように、焦点検出ユニット１２５による焦点検出においては、Ｆ値は有効Ｆ値
に設定されるが、撮像素子の撮像面で焦点検出が行われる場合にはＦ値（あるいは絞り値
）は変更される。このため、本実施形態では、カメラＣＰＵ１５１は、操作スイッチ１７
３などからＦ値の情報を取得し、それに基づいて光線が入射する有効領域のデフォーカス
補正分布を選択する。具体的には、表２の一部をＦ値に応じて選択する。そして、選択さ
れたデフォーカス補正分布に対して表３と数式２の演算を行う。
【００６５】
　このように、カメラユニットおよびレンズユニットに受光強度分布特性情報及び合焦位
置補正情報を持たせておけば合焦位置補正量を得ることができるため、全てのカメラユニ
ットとレンズユニットの組み合わせ数分の情報を持たせる必要が無くなる。
【００６６】
　図９は、図８と同様であるが、撮像素子と撮影光学系の製造誤差を有する場合の例であ
る。表４、５、６はそれぞれ図９（ａ）、図９（ｂ）、図９（ｃ）に対応する。例えば、
製造工程で撮像素子のマイクロレンズの偏心や撮影光学系の光学偏心が生じた場合に、図
９では、受光強度分布特性とデフォーカス補正分布を測定やシミュレーションを用いて取
得している。
【００６７】
【表４】

【００６８】
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【表５】

【００６９】
【表６】

【００７０】
　図８に対して図９の受光強度分布特性およびでデフォーカス補正分布はそれぞれＸ方向
にオフセットし、表６も表３から変化している。このため、数式２から求まる合焦位置補
正量は図８とは異なる。このように、撮像素子や撮影光学系に合焦位置に影響を及ぼす製
造誤差が生じてもＢＰ補正を行うことができる。
【００７１】
　図１０は、カメラＣＰＵ１５１のＡＦ動作を示すフローチャートであり、「Ｓ」はステ
ップを表す。ここではライブビュー時に撮像素子の撮像面の焦点検出用画素を用いて焦点
検出動作を行う場合を示している。図１０に示すフローチャートの少なくとも一部は、コ
ンピュータに各ステップの機能を実行させるためのプログラムとして具現化が可能である
。
【００７２】
　撮影者がカメラの電源スイッチをオン操作すると、カメラＣＰＵ１５１はカメラ内の各
アクチュエータや撮像素子１３２の動作確認を行ない、メモリ内容や実行プログラムの初
期化を行なうと共に、撮影準備動作を実行する。
【００７３】
　撮影者がシャッターボタン等を操作すると撮影動作が開始され、カメラＣＰＵ１５１は
、撮影光学系のズーム位置やフォーカス位置、Ｆ値の情報を取得する（Ｓ１００）。次に
、任意または自動操作にて画素上の焦点検出範囲が選択され、カメラＣＰＵ１５１は、そ
の情報を取得する（Ｓ１０１）。
【００７４】
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　次に、カメラＣＰＵ１５１は、Ｓ１００及びＳ１０１において取得した光学系の情報や
焦点検出範囲の情報に基づいて、対象となる一対の焦点検出用画素の出力信号（例えば、
図４に示すもの）を取得する（Ｓ１０２）。
【００７５】
　次に、カメラＣＰＵ１５１は、Ｓ１０２で得られた出力信号の相関演算を行って位相差
Ｌを取得する（Ｓ１０３）。次に、カメラＣＰＵ１５１は、Ｓ１０３で取得した位相差Ｌ
とＳ１００で得たＦ値からＦ値に応じた基線長情報をメモリ１５６から取得して数式１か
らデフォーカス量ＤＥＦを算出する（Ｓ１０４）。
【００７６】
　次に、カメラＣＰＵ１５１は、Ｓ１０４で得られたデフォーカス量から合焦とみなせる
かどうかを判断する（Ｓ１０５）。カメラＣＰＵ１５１は、合焦していないと判断した場
合は（Ｓ１０５のＮｏ）、Ｓ１０４で算出されたデフォーカス量に基づいて第３レンズ群
１０５を駆動する命令をフォーカス駆動回路１６１を介してレンズユニット１０１に送信
し（Ｓ１０６）、Ｓ１００に戻る。
【００７７】
　一方、カメラＣＰＵ１５１は、合焦していると判断した場合は（Ｓ１０５のＹｅｓ）、
ＢＰ補正を行う。即ち、カメラＣＰＵ１５１は、メモリ１５６から受光強度分布特性情報
を取得し、デフォーカス補正分布情報入力回路１５５からデフォーカス補正分布情報を取
得する（Ｓ１０７）。次に、カメラＣＰＵ１５１は、Ｓ１００で得たＦ値からデフォーカ
ス補正分布情報を選択する（Ｓ１０８）。
【００７８】
　次に、カメラＣＰＵ１５１は、表３と数式２の演算を行って合焦位置補正量を取得する
（Ｓ１０９）。次に、カメラＣＰＵ１５１は、合焦補正量だけ第３レンズ群１０５を駆動
する命令をフォーカス駆動回路１６１を介してレンズユニット１０１に送信し（Ｓ１１０
）、焦点検出処理を終了する。これにより、合焦精度を向上することができる。なお、合
焦位置補正量は補正量を算出する演算時間を高速に行えれば、Ｓ１０７～Ｓ１０９はＳ１
００とＳ１０５の間に処理を行ってＳ１０５で合焦判定がＯＫであった場合にフォーカス
補正駆動を行うようにしてもよい。
【００７９】
　本実施形態によれば、焦点検出用画素を利用した位相差方式の焦点検出を有する撮影装
置において、撮像素子や撮影光学系の製造誤差成分を補正して合焦精度を向上することが
できる。
【００８０】
　以上、本発明の好ましい実施形態について説明したが、本発明はこれらの実施形態に限
定されず、その要旨の範囲内で種々の変形及び変更が可能である。例えば、本実施形態で
は、同一面（仮想面ＥＰＯ）における受光強度分布特性情報とデフォーカス補正分布情報
を利用しているが、異なる平面における受光強度分布特性情報とデフォーカス補正分布情
報を利用してもよい。
【産業上の利用可能性】
【００８１】
　本発明の撮像装置は、一眼レフカメラやコンパクトデジタルカメラの他にビデオカメラ
等の撮像装置にも応用できるものである。 
【符号の説明】
【００８２】
１３２…撮像素子、２０１～２０４、３００、４００…焦点検出用画素、１５１…カメラ
ＣＰＵ（カメラ制御手段）、ΔＺ…合焦位置補正量



(14) JP 2014-194502 A 2014.10.9

【図１】



(15) JP 2014-194502 A 2014.10.9

【図２】



(16) JP 2014-194502 A 2014.10.9

【図３】



(17) JP 2014-194502 A 2014.10.9

【図４】

【図５】



(18) JP 2014-194502 A 2014.10.9

【図６】

【図７】



(19) JP 2014-194502 A 2014.10.9

【図８】



(20) JP 2014-194502 A 2014.10.9

【図９】



(21) JP 2014-194502 A 2014.10.9

【図１０】


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings

